
（学）宮崎総合学院　大原簿記公務員専門学校

　授業シラバス

科目コード

経理本科 コース 税理士チャレンジ 学年 1 年

授業コマ数 210 時間

単位数 7 単位

書　名

著　者

出版社

書　名

著　者

出版社

授業科目名

開講クラス

担当教員

開講時期

必修・選択

使用

テキスト１

実務経験教員 （無）

実務経験内容

高等商業簿記論 1012004

谷本　真唯

後期

必修

ＡＬＦＡ　１Ⅰ　BookkeepingAccounting

大原簿記学校　教材開発部

大原出版

使用

テキスト２

参考図書

＜授業時間外に必要な学修内容、関連科目、他＞

授業形態

ＡＬＦＡ　１Ⅱ　BookkeepingAccounting

大原簿記学校　教材開発部

大原出版

講義

＜授業の目的・目標＞

＜授業の概要・授業方針＞

大学卒業程度の商業簿記を身に付け、日商簿記1級合格を目指す。

日商簿記2級で学習した内容をベースにして、各取引における仕訳の方法や、財務諸表との関連性を理解させ

る。また、大企業（上場企業）を前提とした場合における高度な会計処理を学ぶ。

項目の講義が終わる都度、確認テストを実施する。確認テストの他、授業態度、提出物の有無も踏まえて総合

的に判断し、以下の4段階評価とする。

優・・・80～100点　良・・・70～79点　可・・・60～69点　不可・・・59点以下

（使用問題集）ステップアップ問題集

（注意事項）各取引に対する仕訳をパターンで覚えるのではなく、内容を理解した上で仕訳ができるように学

習させ、応用力を高める。

簿記2級総合　　会計学

＜成績基準・評価基準＞

＜使用問題集・注意事項＞
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（学）宮崎総合学院　大原簿記公務員専門学校

　授業シラバス

回

1 簿記一巡の手続き

2 損益計算書

3 損益計算書の本質、費用および収益の計上

4 費用収益対応の原則、総額主義の原則

5 貸借対照表

6 貸借対照表の本質、総額主義の原則

7 流動と固定の区分、貸借対照表の配列

8 取得原価基準

9 現金および預金

10 銀行勘定調整表

11 有形固定資産の取得原価

12 減価償却

13 減価償却の計算方法

14 減価償却の適用単位

15 無形固定資産

16 一般販売

17 他勘定振替高

18 分記法

19 返品・値引・割戻・割引の処理

20 原価率・利益率、付加利益率

21 確認テスト

22 棚卸資産の範囲、分類

23 棚卸資産の取得原価（数量計算・単価の決定）

24 棚卸減耗

25 収益性の低下による簿価切下げ

26 損益計算書の表示等

27 売価還元法

28 未着品売買

29 委託販売

30 委託販売（積送諸掛の会計処理）

31 委託買付

32 受託販売

33 受託買付

34 試用販売（手許商品と区別する方法）

授業科目名 高等商業簿記論

備考授業内容
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（学）宮崎総合学院　大原簿記公務員専門学校

　授業シラバス

35 試用販売（対照勘定法）

36 予約販売

37 割賦販売（販売基準）

38 割賦販売（利息区分法）

39 売上原価対立法

40 総記法

41 確認テスト

42 売買目的有価証券

43 満期保有目的の債券（償却原価法：定額法）

44 満期保有目的の債券（償却原価法：利息法）

45 子会社株式・関連会社株式

46 その他有価証券

47 有価証券の減損

48 外国通貨および外貨建金銭債権債務

49 外貨建有価証券（売買目的有価証券）

50 外貨建有価証券（子会社株式・関連会社株式）

51 外貨建有価証券（満期保有目的の債券）

52 外貨建有価証券（その他有価証券（株式））

53 外貨建有価証券（その他有価証券（債券））

54 外貨建有価証券の減損処理

55 社債

56 社債の貸借対照表価額

57 社債の会計処理（償却原価法：定額法）

58 社債の会計処理（償却原価法：利息法）

59 社債の満期償還、買入償還

60 確認テスト

61 繰延資産、臨時巨額の損失

62 割引計算

63 貸倒引当金

64 貸倒引当金の設定対象額

65 貸倒引当金繰入の損益計算書上の表示

66 貸倒引当金の貸借対照表上の表示

67 貸倒れの会計処理

68 貸倒見積高の算定方法

69 その他の引当金

70 引当金の表示上からの分類

71 純資産

72 純資産の部の表示
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（学）宮崎総合学院　大原簿記公務員専門学校

　授業シラバス

73 株式の発行（新株発行）

74 株式の発行（新株式申込証拠金の表示）

75 株主資本の計数の変動

76 自己株式

77 自己株式の処分

78 自己株式の処分と新株の発行を同時に行う場合

79 自己株式の消却

80 確認テスト

81 剰余金の配当等

82 任意積立金の取崩し

83 中間配当

84 新株予約権

85 自己新株予約権

86 新株予約権付社債

87 転換社債型新株予約権付社債

88 株主資本等変動計算書

89 株主資本の各項目

90 株主資本以外の各項目

91 本支店会計、支店の開設

92 本支店間の商品取引

93 得意先・仕入れ先への直接売上、直接返品

94 支店相互間の取引

95 本支店会計の決算手続き

96 未達取引の整理

97 総合損益勘定

98 合併財務諸表の作成

99 棚卸減耗損と商品評価損

100 確認テスト

101 工事進行基準、原価回収基準

102 工事契約から損失が見込まれる場合

103 研究開発費

104 ソフトウェア

105 自社利用目的のソフトウェアの償却

106 市場販売目的のソフトウェアの償却

107 見込販売数量（収益）の見積の変更

108 リース取引

109 ファイナンス・リース取引に係る借手の会計処理

110 オペレーティング・リース取引に係る会計処理
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（学）宮崎総合学院　大原簿記公務員専門学校

　授業シラバス

111 リース資産およびリース債務の計上額（借手）

112 減損会計（概要）

113 減損処理、減損会計の手続き

114 減損の兆候

115 減損損失の認識

116 減損損失の測定

117 割引計算による使用価値の算定

118 財務諸表上の表示

119 共用資産の取り扱い

120 確認テスト

121 会計学の基礎

122 会計学と簿記

123 財務諸表

124 会計公準

125 企業会計原則

126 一般原則

127 重要性の原則

128 退職給付会計（概要）

129 退職給付債務の算定

130 退職給付債務の算定

131 退職給付債務の算定

132 勤務費用および利息費用

133 勤務費用および利息費用

134 年金資産と期待運用収益

135 年金資産と期待運用収益

136 退職給付費用および退職給付引当金

137 退職給付費用および退職給付引当金

138 各種差異の取扱い

139 過去勤務債務

140 数理計算上の差異

141 数理計算上の差異

142 為替予約（独立処理）

143 為替予約（独立処理）

144 為替予約（独立処理）

145 為替予約（振当処理）

146 為替予約（振当処理）

147 確認テスト

148 デリバティブ取引（概要）
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（学）宮崎総合学院　大原簿記公務員専門学校

　授業シラバス

149 先物取引

150 先物取引

151 先物取引

152 オプション取引

153 オプション取引

154 オプション取引

155 スワップ取引

156 スワップ取引

157 スワップ取引

158 ヘッジ取引（繰延ヘッジ）

159 ヘッジ取引（繰延ヘッジ）

160 ヘッジ取引（時価ヘッジ）

161 ヘッジ取引（時価ヘッジ）

162 税効果会計（概要）

163 会計と税務の関係

164 税効果の対象となる差異

165 税効果の対象となる差異

166 税効果の方法

167 税効果の方法

168 一時差異等の分類

169 一時差異等の会計処理

170 各種引当金の繰入限度超過額

171 各種引当金の繰入限度超過額

172 棚卸資産の評価損

173 棚卸資産の評価損

174 減価償却費の償却限度超過額

175 減価償却費の償却限度超過額

176 減価償却費の償却限度超過額

177 減価償却費の償却限度超過額

178 未払事業税

179 未払事業税

180 確認テスト

181 圧縮記帳（直接減額方式）

182 圧縮記帳（直接減額方式）

183 圧縮記帳（直接減額方式）

184 圧縮記帳（積立金方式）

185 圧縮記帳（積立金方式）

186 圧縮記帳（積立金方式）
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（学）宮崎総合学院　大原簿記公務員専門学校

　授業シラバス

187 その他有価証券の評価差額

188 その他有価証券の評価差額

189 繰越ヘッジ損益

190 繰越ヘッジ損益

191 法人税等調整額の計上方法

192 法人税等調整額の計上方法

193 財務諸表上の表示

194 資産除去債務

195 資産除去債務の算定

196 資産除去債務の算定

197 資産除去債務の算定

198 資産除去債務の会計処理

199 資産除去債務の会計処理

200 資産除去債務の会計処理

201 資産除去債務の見積りの変更がある場合

202 資産除去債務の見積りの変更がある場合

203 資産除去債務の見積りの変更がある場合

204 法人税法における減価償却制度

205 法人税法における減価償却制度

206 耐用年数の変更

207 耐用年数の変更

208 ストック・オプション

209 ストック・オプションの会計処理

210 確認テスト
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